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１．はじめに
日本の地域政策は、国家主導型で選択された地域発展
方式であったが、1980 年度に地区計画制度が導入され、
1986 年新都市計画法の制定と 1998 年都市計画法の改正
により、市町村が地域の実状に応じたまちづくりを推進
できる枠組みができた。また、2000 年度の「新しい公
共の宣言」は協働と地域力を引き出すことを呼び掛けた。
このような一連の分権化の流れに沿って、地域の発展方
向も、ハードな面から、各地域の地域資源を活かすこと
を目指してソーシャルキャピタルをベースにするソフト
面からの地域発展へと変化した。
本稿では、このような地域発展を推進する際に、行政
と非行政はどのように協力していくべきかに注目する。
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Abstract
This study is aiming at examining the partnership between local governments and tea industry in the case of uji 
tea.
The research under the assumption of why got to do partnership through the policy from now, and the impact of 
partnership between Non-government and government by using the uji tea.
This paper attempts to analyze of the partnership especially it will be truth or not.
There are two Factors in the partnership: features of uji tea. And change in administrative. Because partnership 
between them is satisfied with the three conditions. 
Three kinds of the most fundamental conditions for partnership, such as: 1. Equal relationship between the two 
actors, 2. Two actors must have different resources, 3. Two actors will have to share the same public purpose. This 
case satisfies all the conditions of partnership, so it can be described as a partnership.
Under the collaboration among the actors. The relationship with be the most important thing. Therefore, we 
analyzed the changes in their relationship between the two sectors. As the result of our research, the relationship 
will be changed.
The following approach was recruit in participant observation and interviews.
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地域資源を活かした地域発展をめぐっては、経済的な
側面から地域活性化を進める 6 次産業化や地域ブランド
を構築する動きがある。先行研究からみると、地域資源
を活かした地域づくりは 2 方向に分けられる。①地域ブ
ランドに関する研究と、②地域生産物を活かした協働で
ある。本稿で扱う宇治茶で見ると、宇治茶ブランドの歴
史的な展開と今後の振興策を検討した寺本（2004）の研
究のように、研究のほとんどが①に関する研究であり、
地域生産物を媒介にする協働に関する研究はほとんどな
い。その理由の 1 つは、①のような研究では経済的側面
が強く、ブランド化以外に総合的な分野を拡大させにく
いため、地域ブランド化の後の継続的な目標化や、文化
的側面を引き出すことの難しさがあると推測される。本
稿では、宇治茶の地域ブランド化にとどまらず、地域共
同の目標設定と、行政と非行政の協働という視点から、
発展可能性を見出したい。
「宇治茶」は地域生産物でありつつ、地域文化の側面
もはらんでいるので、1 次生産物でありながら、1 次産
業から 2 次産業、3 次産業へと波及させることができる。
宇治茶は歴史性とストーリーがある生産物なので、単純
な農産物とは異なる側面がある。詳細は 3 章で述べるが、
宇治茶の産地が南山城地域の全体に広がっているという
意味で広域性があり、アイデンティティとしての伝統性
と歴史性がある。それが本稿で宇治茶に注目する理由で
ある。
本稿では宇治茶を活用する「宇治茶の郷づくり」施策
と「宇治茶の郷づくり」協議会（以下「協議会」にする）
における行政と非行政の関係を協働の概念を用いて分析
する。それを明らかにすることで、協働を促す誘因と継
続可能な施策づくりの要因を探ってみる。
この目的を成し遂げるために、2 章では先行研究を踏
まえ分析の枠組みとしての協働の概念と仕組みを整理す
る。3 章では「宇治茶の郷づくり」施策の背景自体が協
働を求める要因であることと、地域資源と協働の関係を
確認するために施策の背景の変化と施策への取組につい
て分析する。4 章では「協議会」ができるまでの過程や
その構造と運営の分析から、「協議会」における協働を
協働の概念と照らし合わせて分析を行い、「協議会」に
おける協働の変化と協働を促す誘因と継続可能な要因と
その限界を明らかにする。
本研究により、地域と協働の関係を明らかにすること
で、地域産物を活かす協働と地域づくりへの示唆となる
と考えられる。研究方法としては、文献調査、地方政府
のデータ調査および各アクターへのインタビュー調査を
行った。
2．協働の概念と分析の枠組み
協働に関する研究としては、行政と市民（住民）の協
働の研究として足立（1982）、荒木（1985）、木原（2003）、
佐藤（2005）がある。行政と NPO の協働の研究とし
ては田尾（1999）、山岡（2003）、田中（2008）、地方自
治の再構築について協働体制のあり方については河合
（2011）がある。また、鈴木（2007）と中村（2009）な
どは協働によるまちづくりを研究した。
鈴木は行政主導型のまちづくりから、行政・市民・企
業による協働型のまちづくりの転換になるポイントを「ガ
バメントからガバナンスへ」と表現し、主体・方法・目
標像の確立を分析視点として定めて事例分析し、北海道
における協働型まちづくりの構造を検討した。中村は中
心市街地活性化協議会の活動をアンケート調査し地域協
働の活動を促すためには、構成員間の連帯に必要となる
人材配置が重要であることを抽出したが、地域の特性と
地域協働の取り組みの関係性の分析が課題として残った。
これらの研究では行政と市場の失敗が協働を求める
原因としてみる反面、Salamon（1995）は、アメリカ社
会には公共政策の執行に当たって、政府と NPO の間に
パートナーシップが存在していることを統計資料から検
証し、そのパートナーシップの関係から、政府におい
ては NPO に 「第三者政府」としての機能を持たせ、効
率面の改善と低コスト化を期待できていると指摘した。
Salamon はこうしたパートナーシップの関係を求める理
由として「ボランタリーの失敗」をあげており、その部
分を政府による資金の徴収や配分と専門的な管理方法を
通じて補っていると述べている。
地域づくりのための行政と市民、行政と NPO の協働
に関する研究は数多いが、その地域が有する資源とそれ
を活かした協働に関する研究はまだ少ない。そこで本稿
には地域資源を媒介として、行政セクターと非行政セク
ターが協働するまちづくりを実践する事例研究としての
意義があると考えられる。
先の先行研究から協働の理論的な歴史が長くないた
め、協働の評価方法が定まっていないことがわかるが、
「協働が協働たりえているか」を分析する研究は見あた
－ 70 －
政策科学 24 － 1, Oct. 2016
らない。そこを明らかにした上で協働の構造を分析する
必要がある。
2．1．協働の概念と定義み
協働の概念を論じる際には、協働、パートナーシップ
（partnership）、コラボレーション（collaboration）、コ
プロダクション（coproduction）を同じ協働の概念とし
てみる研究もあれば、用語ごとに区別する研究もある。
荒木（2012）は「きょうどう」とは「異なる複数の主
体がお互いに共有可能な目標を設定し、その目標を達成
していくために各主体が対等な立場にたって自主・自立
的に相互交流しあい、単一主体で取り組むよりも効率的
に相乗効果的に目標を達成していくことができる手段」
であると定義し、「協働」「coproduction」が相応しいと
述べた 1。
松下（2002）は、コラボレーションとパートナーシッ
プという言葉を協働と言い換えるが、協働は対等な関係
を基本にしつつ共同行動することと定義し、特にパート
ナーシップは主体間、セクター間の対等な関係性を指す
言葉だと強調している。日本の独特の縦社会の特徴とし
て、同じセクター間では上下関係に陥やすいから協働が
重要であると見る。
山岡は「協働とは、相互理解し合う異種・異質の組織が、
共通の目的を果たすために、それぞれの資源や特性を持
ち寄り、対等の立場で協働して共に働くこと」と、木原
は「公共活動の共通目的を達成するために、パートナー
を尊重した対等な関係で共同活動を行い、活動の結果を
相乗的効果的に創出する戦略的、実践的行為」と定義した。
高橋（2005）は諸学者の各定義を比較したうえで「協
働とは、地域的公共的課題を解決するために、地域を構
成する各主体が目的を共有し、お互い特性や違いを認め、
それを尊重しつつ、対等な立場で役割分担を行いながら、
相乗効果を発揮するような協働・連携を行うことである」
と論じた。
V.Ostrom（1977）は「地域市民と自治体職員とが共
同して自治体政府の役割を果たすこと」という意味で、
コプロダクションの概念を提示した。Whitaker（1980）
と Brudney and England（1983）もコプロダクション
は市民が公共サービスの配分に関わることであると定義
している。また、Pestoff, Osborne and Brandsen（2006）
によると、政府と市民社会のパートナーシップを、組織
や団体間のレベルで行われるか個人のレベルで行われる
かという次元を中心に、政策の企画段階で行われるか、
政策実行段階であるかを基準として、①協働ガバナンス
（co-governance）、②協働管理（co-management）、③協
働生産（co-production）の 3 つの類型に区別した。
地方自治体における協働の定義は各自治体によるが、
2012 年に「横浜コード」2 を基本的な理念として定めら
れた横浜市協働推進基本指針では、「公共的なサービス
を担う異なる主体が、地域課題や社会的な課題を解決す
るために、相乗効果をあげながら、新たな仕組みや事業
を創りだしたり取り組むことが協働である」と定義して
いる。
こうした協働の概念と用語動向をみると、パートナー
シップとコラボレーションという用語を用いた協働の場
合は、政府と NPO 間、政府とボランタリー組織の間の
異なるセクター間における対等な関係での共同行動を言
うケースが多く、コプロダクションを用いた協働は、行
政がサービスの生産者で、市民は消費者という伝統的な
概念ではなく、ともにサービスを生産するという意味で
の協働として、行政と市民の間でよく使われているのが
見られる。
以上の様々な協働の定義と概念から要約すると、①各
主体が共有できる目標を設定し、②お互いに自主・自立
性を確保して主体間の対等性を確保し、③各主体の異な
る能力や資源がお互いに補完する行動を協働であると定
義できる。協働の原則とも見なされる。本稿では、この
3 点からの定義を協働の最低限の基本的条件とし、分析
の枠組みにする。
2．2．協働の仕組み
協働は組織間の関係であり、個人と組織の間では協働
ではないとみるケースが多く見られる。山岡はその区別
を明確にしている。高橋も山岡の主張に同意しながら、
参加と協働の使い分けにこだわると両方の共有できる点
を見落とす恐れがあると指摘した。この場合、参加の意
味には主導権を行政・政府が持っているという解釈も可
能であり、さらに、参加は個人が組織に参加することで、
協働は組織間の関係であると述べる。また、荒木（1989）
は個人と個人の関係は公的領域とは無関係であるが、個
人が集団に結集したとき、公共的領域を媒介として市民
と行政とが協働しうるとみた。また、個人レベルの市民
が NPO やコミュニティに参加するとき、その単独の組
織内で解決できない場合には、その組織は行政との協働
「宇治茶の郷づくり」協議会から見る地方自治体と茶業関係者の協働（金）
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をするようになる。よって、協働は参加の発展形態でも
あるが、参加の一形態でありパートナーシップを前提に
した連携であると荒木は主張した。
また、Pestoff（2006）は、必ずしも公式的な市民集団
などの組織を前提にするのではなく、個人レベルと組
織レベルとの両方をコプロダクションは含んでいると
論じる。
このように諸学者が市民である個人と政府・行政が協
力してともに行動するということを協働と言いがたいと
考える理由は、個人と集団との間においては対等な関係
が成り立つのが難しいと考えているからである。つまり、
対等な関係となることが難しく縦関係になりやすいので
ある。
しかし、協働を類型として考慮する時、組織間の協働
に止まらず多様なアクター間の協働を考えているので、
荒木（1989：93）が提示した「媒介構造」を内包する協
働のタイプから、媒介構造ができれば、個人が組織を通
じた協働を行うことも可能であると本稿は考える（図 1）。
こうした媒介構造として「プラットフォーム」概念を
紹介する。國領（2011）は「プラットフォーム」を「多
様な主体が共同する際に、協働を促進するコミュニケー
ションの基盤となる道具や仕組み」と定義し、協働を促
す「道具」としてあると述べた。そして、「プラットフォー
ム」が世界を変える力の源泉になる理由として、外部性
と創発の力を強調した。飯盛（2011a；2014）は、ネッ
トワークの外部性にポイントをおき、効果的な設計に
よって人や組織の多様な主体のつながりを形成すること
ができると論じた。さらに、事例から資源持ち寄りによ
るプラットフォームの構築を検討し、資源持ち寄りが境
界を形成し、つながり可能性を秘めていると論じた。
本稿で、プラットフォームとは、国領と飯盛の定義に
同意しつつ、共同目標を設定することから生じる参加と
協働をまとめて促進させる「場」、各アクターが有する
異なる資源を共有・提供し、より効果的・効率的に利用
させる「場」であると想定する。国領と飯盛が述べる協
働の概念には対等性に関する言及はないが、多様な主体
間の協働を求める際、荒木（1989）が提示した「媒介構
造」協働のタイプのように、媒介になる「場」（プラッ
トフォーム）を設置し、その場を通じて協働を行うこと
で、最低限の対等な関係を保って行くことができると考
えられる。同時に行われるマルチアクターによる協働に
より、各協働がまとまってできるマルチ協働の方が対等
な関係を維持する際に有利であると考えられる。
本稿では、その事例として「宇治茶の郷づくり」施策
における「協議会」の役割を協働の視点から分析を行
う。この施策への取り組み背景と取り組みを確認するこ
とで、継続可能な地域づくりのための要因が明らかにな
ると考えられる。
図 1：協働の仕組みの構図
出典：荒木（1989：93）
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3．「宇治茶の郷づくり」施策の背景と施策へ
　の取り組み
3．1．地域位置的背景：地域資源としての宇治茶
全国の荒茶生産量のうち宇治茶の荒茶生産量割合を調
べると、全国生産量の 3％に過ぎない 5 位である3。静岡、
鹿児島などの大規模の産地に比べると比率的な割合では
少ないが、特色ある産地である。その理由の 1 つ目は、
茶の種類と種類別の生産量から分かる。京都府のおおい
茶 4 の生産量は全国で 2 位である。さらに、おおい茶の
なかでも、特に、てん茶 5 の生産量は 1 位である。てん
茶は荒茶生産割合と比べると、1％しかないが、玉露と
ともに収益性の高い茶の 1 つである。こうしたてん茶の
生産が多いため、大規模ではない産地でも、特別な産地
であると考えられる。
2 つ目は、京都府における宇治茶の経済的な価値か
ら確認できる。京都府の農産物算出額の順位と構成比
を 2004 年度から 2007 年度までをまとめて農産物の順位
を確認すると、1 位が米で、2 位が茶（生葉）、荒茶が
2004 年 2005 年は 4 位で、2006 年 2007 年度は 6 位である。
茶（生葉）だけで 2 位で、茶（生茶）と荒茶の産出額の
合計は、京都府の農産物算出額の 10% から 11% を占め
ている。それ故に、京都府の荒茶生産量は全国 5 位であ
るが、京都府においては経済的にかなり大事な農産物で
ある。京都府の農産物算出額の構成比としては、茶は 6
割から 7 割程度だが、京都府の生産額が高い農産物の一
つとして位置付けている。
このように京都府において農産物算出額の 10 ～ 11%
を占めている茶は、京都府産地の中、地域別の生産額と
生産量を把握するために京都府の茶種別産地別内訳を見
ると、主な各産地は和束町、宇治田原町、南山城村、京
田辺市、綾部市、木津川市で、その中、てん茶と煎茶の
生産量は和束町が 1 位である。てん茶の生産量は和束町
が 1 位、2 位が宇治田原町、次が南山城村である。玉露
が一番多く生産できる地域は宇治田原町で、2 位は 京
田辺市、3 位が綾部市である。また、宇治市は生産量の
ランキングにはてん茶、玉露、かぶせ茶、煎茶のどれも
3 位の中に入っていない。かぶせ茶は木津川市、和束町、
南山城村の順番で生産量が多いことが分かる。このよう
に京都府のお茶生産量の 9 割以上が南山城地域で生産さ
れている。
次に、2010 年度京都府茶業統計から茶の面積、生産
戸数、荒茶生産額から分析してみると、京都府内の荒茶
生産量が多い地域ほど、荒茶生産額と茶園面積、茶農家
戸数も多いことが分かる。詳しくみると、荒茶生産量、
茶園面積、生産額、茶農家戸数が全て 1 位の地域は和束
町（1,134 トン、592ha、2,492 百万円、309 戸）である。
宇治田原町は茶農家戸数 262 戸で 2 位であるが、茶園面
積、生産額、生産量は 3 位である。宇治市と木津川市の
茶農家戸数は 3 位であるが茶園面積と生産額、生産量は
3 位ではない。そして、南山城村が、311ha、958 百万円、
741 トンで、茶園面積、生産額、生産量に 2 位を占めて
いる。以上のように、京都府内の主要茶生産地は宇治市
だけではなく和束町、宇治田原町、南山城村などのより
広い地域にかけて生産できているのが分かる。では、京
都府産茶が宇治茶であろうか。
宇治茶の名前が使われ始めた『信秋記』6 によると
1374 年からであると言われるが、始めから「宇治茶」
という地域ブランドが確立したわけではなかった。
「宇治茶」という地域ブランド確立の背景にあったの
が、2002 年牛肉産地偽装事件で、これをきっかけに農
林水産物などの食品を中心とした地域ブランドを保護す
るための制度である地域団体商標制度 7 が 2006 年に導
入された。つまり、食品表示問題をきっかけに業界内で
基準を策定する動きが強まったことが、地域ブランドの
形成に影響を与えることになったのである。この流れで、
京都府茶協同組合も 2006 年に地域ブランドとしての「宇
治茶」の登録を出願し、地域団体商標への「宇治茶」登
録が特許庁の審査承認を受け、2007 年 5 月に商標権が
設定されることになった。
ここで、「宇治茶」の定義 8 とは、京都・奈良・滋賀・
三重の 4 府県産の茶を京都府内で加工するという宇治茶
業界の自主基準が認められる形となり、宇治茶ブランド
が茶業振興に活用されるようになった。京都府茶業会議
所（以下会議所）によれば、3 県を産地に加えたことに
は異論もあったが、茶が中国から京都へ伝わったとされ
る 12 世紀末以来の茶生産の歴史とその地域的な広がり
を踏まえての産地基準であるということである。
これまで分析した宇治茶という地域資源は、その地域
の特産物が持っている特殊性を有すが、その地域資源と
しての価値を認識するようになったのは資源をめぐる背
景の変化からである。この変化の一つは、宇治茶が一つ
の地域に局限する生産物ではなく広域にかけて生産され
る点である。二つ目は行政的な背景の変化と絡みあって
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認識され始めたことで、宇治茶が単純な農産物ではなく、
地域の文化・歴史性を含んでいる地域資源にもなり得る
という点である。
3．2．行政的な背景と施策への取り組み
2003 年度から 2012 年度までの京都府と京都府山城広
域振興局における宇治茶の郷づくり関連施策の流れ（表
1）からみると、京都府からの宇治茶ブランド支援策は、
2 つの軸がある。1 つ目は京都ブランドの支援策の一環
としての宇治茶ブランド支援策で、2 つ目は、山城振興
局の地域戦略推進策としての支援策がある。両方の軸に
おいても、宇治茶ブランド力が必要であるので、ブラン
ド力を持つための宇治茶生産拡大を目標として増産と茶
畑の拡大を推進している。しかし、地域戦略策としての
山城広域振興局での宇治茶ブランド支援は、振興局の「宇
治茶の郷づくり」構想が軌道に乗ってからは、山城広域
振興局の独自の政策として任せていると分析される。
以上の宇治茶に関する京都府の行政的な背景を踏まえ
て、広域自治体においての「宇治茶の郷づくり」施策へ
の取り組みは次にまとめられる。
京都地域においては、京都府の南山城地域にあった向
日町地方振興局、宇治地方振興局、田辺地方振興局、木
津地方振興局の 4 つの地方振興局が統合され、2004 年 5
月に京都府山城広域振興局（以下振興局）が設置された。
こうした広域振興局の設置を背景に、2005 年 3 月に山
城地域振興計画を策定した。その中で、宇治茶の産地で
ある地域的な特性と、その特性を生かして地域を活性化
させることがあげられた。具体的には、宇治茶の振興と
地域の活性化で宇治茶の生産拡大と宇治茶を通じた地域
づくりを、市町村、そして関係団体と連携して推進する
ようになったことが「宇治茶の郷づくり」施策である。
この施策は、行政だけでなく、民間の団体と一緒に行こ
表１：京都府と京都府山城広域振興局における宇治茶の郷づくり関連施策の流れ
宇治茶の郷づくり協議会 京都府山城広域振興局 京都府
2004 ・山城広域振興局の設置
・宇治茶の生産拡大と地域活性化のため
のワーキング
・「宇治茶」ブランド支援事業（～ 2008）
・地域戦略推進事業
2005 ・宇治茶「800 年の歴史と文化の香り」
フォーラム実行委員会設立総会
・宇治茶「800 年の歴史と文化の香り」
フォーラム
・京都山城「宇治茶の郷づくり」事業
・「宇治茶の郷づくり」構想の策定・検
討、宇治茶「800 年の歴史と文化の香
り」（仮）フォーラムの開催等
継続
2006 ・京都山城・宇治茶サミット
・宇治茶の郷づくり協議会準備会
・京都山城「宇治茶の郷づくり構想」 継続
2007 「宇治茶の郷づくり協議会」 継続（組織と体系づくり） 継続
2008 　 継続 継続
2009 ・宇治茶歴史街道づくり
・宇治茶に関わる認定制度の取組・支援
・宇治茶の郷からの情報発信
・継続
・宇治茶カフェ認定と宇治茶歴史街道
づくり
・継続
・「茶の極み塾」の活動を支援（～ 2011）
2010 ・宇治茶の歴史街道を軸とした取組推進
・宇治茶に関わる認定制度の取組・支援
・宇治茶の郷からの情報発信
･ 宇治茶の消費拡大につながる事業
・継続
・継続
・継続
・継続
2011 継続 ・宇治茶の生産振興
・宇治茶の情報発信
・宇治茶の歴史と文化の再発見運動
・「みやこ構想：宇治茶の郷づくり」（「世
界に発信魅力あふれる宇治茶の郷づ
くり推進事業」）
2012 ・「世界に発信魅力あふれる宇治茶の郷
づくり推進事業」
・世界文化遺産登録や海外輸出との連携
・宇治茶の魅力世界発信事業とブラン
ドを生産面から支援
出典：京都府のホームページから筆者が作成
－ 74 －
政策科学 24 － 1, Oct. 2016
うとしたものである。こうして 2005 年に「宇治茶の郷
づくり」の構想が生まれ、後に京都府の山城地域振興計
画にも盛り込まれた。
振興局農林商工部の担当者は、振興局ができる前は「お
茶を使った郷づくり」という発想がなかったと述べてい
る。この構想が生まれた背景には、山城広域振興局が設
置され、農林関係の担当者が一堂に会したこともあるが、
「京都山城『宇治茶の郷づくり』構想」（2006 年）課題の
中で「緑茶の原産地表示の基準化等を契機に、宇治茶の
増産が求められており、お茶の生産拡大を推進する必要
がある」と記録されているように、そのころ食品表示問
題をきっかけとして、各業界内で基準を策定する動きが
強まったことと軌を一つにしているように見える。前述
の通りに、農林水産物などの食品を中心とした地域ブラン
ドを保護するための地域団体商標制度ができたこともあ
り、振興局の「宇治茶の郷づくり」構想では、より詳細
な課題抽出と目的設定が行われてきたと考えられる。
4．「宇治茶の郷づくり」協議会における協働
4．1．「宇治茶の郷づくり」協議会ができるまでの過程
「宇治茶の郷づくり」構想からできあがった施策を行
うため、振興局と会議所は団体づくりを始めた（図 2）。
最初は、会長を非行政セクターの会議所会頭、副会長
を行政のセクターの振興局長が務め、実行委員会を構成
し、A を行った。そして、B と C のイベントを行いながら、
「宇治茶の郷づくり」構想の施策の可能性を図るととも
に、協力していく団体を加えるようになった。次に各市
町村と各市町村長が加えられて、山城地域が一体になっ
てから D ができて、E が軌道に乗るようになった。構想
ができて 1 年の間に以上の過程を踏みながら、宇治茶を
めぐる茶業関係者と地方自治体の協働で「宇治茶の郷づ
くり協議会（以下協議会）」が発足した。この過程で参
加している組織が段々増えてアクターを多様にさせた。
A の時、非行政セクターである委員として京都府茶
協同組合理事長と京都府茶生産協議会長、監事役の京都
やましろ農業協同組合長がメンバーであったが、B の時
に京都府南山城地域の各市町村が参加し、C から D に
作られる時、宇治茶業者の団体の参加が増えた。そして、
B の段階で京都山城・宇治茶の郷づくり構想の案と宇治
茶の振興と宇治茶を活かした山城地域の活性化について
意見交換がすでに行われて、計画が整っていた。
4．2．「宇治茶の郷づくり」協議会の構成と活動
Salamon は、政府と非営利組織との関係が「パートナー
シップ」の関係にあることがこの関係が調和しているこ
とを意味せず、むしろこうした体制は当面の課題に対応
するといった実利的な要請の形で、導き出されたので、
深刻な問題が生じることは当然の話であると協働の限界
の原因を述べ、実務的にどう関わっていくのかが重要で
あると論じた。この通り、「協議会」も勿論当面の課題
に対応するための協働であるが、「協議会」において各
アクターがどう関わっていくのかが重要となる。
以上では、「協議会」の運営体系、協議会の目標と事
業と計画から、「場」としての「協議会」の構造の特徴
を明らかにする。
4．2．1．「宇治茶の郷づくり」協議会の構成と運営
「協議会」は、非行政セクターの 6 団体と、行政セクター
の 12 団体によって会員が構成されている（表 2）。
E．「宇治茶の郷づくり協議会」
D．2006年 宇治茶の郷づくり協議会準備会
C．2006年 京都山城・宇治茶サミット
B．2005年 宇治茶800年の歴史と文化の香りフォーラム
A．2005年 宇治茶800年の歴史と文化の香りフォーラム実行委員会設立総会
図 2：「宇治茶の郷づくり協議会」ができるまでの過程9
出典：「宇治茶の郷づくり協議会」の「事業実績報告書」（平成 17 年と 18 年）とインタビュー調査から筆者が作成
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会長は、公益社団法人の会議所会頭で、副会長は京都
府山城広域振興局と 3 つの自治体と京都府茶協同組合と
京都府茶生産協議会の 2 つの組織が務めている。茶業関
係団体を担当する会議所（以下会議所）の専務理事と、
行政を担当する振興局の農林商工部長の 2 人が専務の仕
事をしている。会議所事務局長が運営委員長を担当して
いる。また、会員ではないが、京都府農林水産技術セン
ター農林センター茶業研究所長、京都府山城北農業改良
普及センター所長が運営委員として参加している。
確認しておくべき特徴は、宇治市、宇治田原町、南山
城村、和束町、この四つの地域の長だけが「協議会」の
副会長の役員になっている。その理由は、担当者による
と、実際総会に市町村長が直接出席し、自分の地域のＰ
Ｒをするくらい茶産業への取り組みが熱心であるからと
される。そして、他の各市町村より、茶の生産量や茶産
業にかかわっている人口が多い地域でもある。その中で
も、宇治市はずっと固定で、副会長をしている。そして、
宇治田原町、南山城村、和束町は 2 年間の任期で、2 年
ごと交代で副会長を務めている。
「協議会」の特徴は、既述通りに会長が会議所会頭で
ある点である。つまり、行政からの施策を実施するため
の役割を果たす組織であるが、行政が会長ではない点は、
行政が全面に出て活動する施策ではなく、協働であるこ
とを望んでいるからできる部分であり、さらに、対等な
協働関係を維持するための一つの工夫であると考えられ
る。
「協議会」は事務局を会議所内に設置している。事務
局長は、会議所事務局次長が担当し、京都府茶協同組合
総務課長と振興局農林商工部企画調整室長の 2 人が事務
局次長を務めている。
協働のプラットフォームである協議会の運営は三つの
段階の会議で進められている（表 3）。まず、総会は年
に 1 回で 5 月に行う。運営委員会の事務的な会議が総会
の前に 1 回、総会が終わった後に 1 回で、全部年に 2 回
であるが事業により増えることもある。
「協議会」の事業案については、まず、振興局が先に
基本になるものを作って、協議会に入る前の段階で会議
所と茶協同組合で決める。その次に協議会の総会で確定
する。
表２：セクター別区分からみた「宇治茶の郷づくり」協議会
セクター 組織及び団体 セクター 組織及び団体
行政 宇治市≪副会長≫ 行政 笠置町
城陽市 精華町
八幡市 京都府山城広域振興局（副会長）
久御山町 非行政 ㈳京都府茶業会議所 10（会長）
京田辺市 京都府茶協同組合 11（副会長）
井手町 京都府茶生産協議会（副会長）
宇治田原町（副会長） 京都やましろ農業協同組合
木津川市 日本茶インストラクター協会京都府支部
和束町（副会長） 京都府茶業連合青年団
南山城村（副会長）
出典：宇治茶の郷づくり協議会「平成 23 年度事業実績報告書」を参考に筆者が作成
表３：「宇治茶の郷づくり協議会」の集まり及び会議
会議種類 参加者 内容 時期（回数）
事務局会議 茶業会議所、茶協同組合、京都府山城広域
振興局
初めに方向を決める。 運営委員会の前（1 回）
運営委員会 運営委員 1 回－具体的な事業の方向を決める 4 月～ 5 月
2 回－具体的な実行を決める 6 月～ 7 月（2 回程）
総会 「協議会」の会員全員 事務局レベルの会議から具体的な事業の案
件を提示
5 月（1 回）
出典：インタビュー 12 から筆者が作成
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最初に、会議所と茶業同組合と振興局の事務局内で、
大体なことを決めて、事務局レベルで大体な方向性を決
めるている。そこで案を作って、事務的な会議である運
営委員会で具体的な事業を決めて、後に総会で 1 年間の
事業の方向性と具体的なことを決める。総会では市町村
と、各団体の団体長の担当者が参加する。総会は各地域
と団体、会員の皆が参加するが、実際、意見提出は活発
ではないし、運営委員会の会議から出された具体的な事
業の案件を追認する程度であると担当者は言う。
協議会の構成を分析すると、府県の総合出先機関であ
る振興局、各自治体と非行政である茶業者を初め各茶団
体との協働でできている組織で、「宇治茶の郷づくり」
施策が行われている。つまり、京都府山城広域振興局と
山城地域の市町村である行政のセクターと宇治茶関係の
民間団体である非行政セクターで構成され、一緒に事業
を行っている組織として分析できる。そして、この協議
会は完全に独立した形で運営されていると分析できる。
協議会の事務局の仕事は細かいレベルの事業から事業
の方向を決めることまで、実際、様々な事業を扱ってい
る。事務局を、協議会の会長がいる会議所に拠点をおい
て、会議所事務局次長と振興局農林商工企画調整室長が
実務を行っている。事務局をセクターの区分（表 2）に
照らし合わせると、非行政セクターに事務局をおいて、
第一線の事務担当者として、行政の担当者と非行政の担
当者に仕事を任せていることになる。これが、この「協
議会」の特徴である。
4．2．2．「宇治茶の郷づくり」協議会の目標と活動
「協議会」の目標 13 は山城地域を宇治茶の郷として気
運を高める事業を行いながら、宇治茶を通じた和の文化
の継承と「お茶する生活」の実現を目指し、日本の宝で
ある「宇治茶」を単に産業面だけでなく、歴史、文化、
観光、福祉、教育など様々な分野と連携を進め、山城地
域を宇治茶に感動体験できる世界一の宇治茶の郷にして
いくことである。そのために、年度別の事業計画を策定
している。各年度別の事業計画を簡略に整理すると宇治
茶歴史街道づくりと宇治茶に関わる認定制度の取組・支
援、そして、宇治茶の郷からの情報発信の 3 つの課題に
要約される。この 3 つに、2010 年から宇治茶の消費拡
大につながる事業が加えられて、現在は 4 つの課題を立
てて事業を行っている。
事業の中、宇治茶の歴史街道づくりは、宇治茶の歴史
や文化、茶産業と景観などの地域資源を活用することで、
マップを作成し、宇治茶歴史街道ウォークを実施するな
ど、行政からボランティアまで様々なアクターに声を掛
けて協働を求めている。
宇治茶歴史街道事業の進行過程においての各アクター
の参加と関わりを簡略に提示すると（図 3）、下線を引
いた事務局は「協議会」の事務局で、会議所（非行政）
に拠点をおいて、会議所事務局次長（非行政）と振興局
農林商工企画調整室長（行政）が実務を行っている。つ
まり、行政と非行政の協働の縮小版のような事務局が事
業のアイディアをだして、運営委員会と総会を経て、事
宇治茶歴史街道づくり研究会
宇治茶歴史街道 5 ルート
事務局（アイディア提示、案のまとめ）検討
宇治茶の郷ウォーク
検証、実行、イベント 事務局：主催
ボランティア団体
宇治茶歴史街道マップの作成
関係市町村、ボランティア団体
確定
アイディア提示
図 3：宇治茶歴史街道事業進行過程
出典：筆者が作成
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業を始めているが、事業を管理サポートする役割も同時
に担っている。こうした事業の進行過程で事務局の一部
と関係市町村（行政セクター）で、他の部分は非行政の
セクターで担当している。財務的な面は、京都府と会議
所と京都やましろ農業協同組合（スポンサーの役割、以
下 JA）が均等に分担している「協議会」予算から出し
ている。
4．3．「宇治茶の郷づくり」協議会における協働のあり方
ここでは「協議会」で行われている行政と非行政の関
係が協働たりえているかを確認する。既述した協働の諸
定義と概念から 3 点を抽出して、協働の最低限の基本的
条件とした。先の 3 つ協働の基本的な条件を「協議会」
における協働を分析するため考慮すべき基準として想定
し、行政のセクターと非行政のセクター間の協働を分析
する。
4．3．1．各主体が共有できる目標を設定
行政セクターと非行政セクターは共有できる目標を設
定している。行政セクターでは地域性を有する地域ブ
ランド品を必要とする。そして、非行政セクターにおい
ては宇治茶をもっと活かすためには地域力という地域の
力が必要である。それ故、各セクター単独では問題の解
決ができず、行政セクターと非行政セクターは地域のリ
ソースである宇治茶を活かす地域起しという共同の目標
を持っている（図 4）。このような共有できる目的から、
「協議会」が出来上がるようになった。
4．3．2．各主体の能力や資源が異なりお互いに補完でき
　ること
「協議会」は、行政のセクターと非行政のセクターの
参加と協働でできているので、各アクターが持ってい
る限界がそのまま、「協議会」の限界として問題になる
こともあるが、その限界と問題点を他のセクター（アク
ター）の能力と資源で補完できることが協働への誘因に
なると考えられる。これを確認するため、行政セクター
と非行政セクターの役割とリソースを確認してから分析
する。
4．3．2．1．行政セクター
行政セクターである副会長と振興局の農林商工部長は
「協議会」の行政部分を担当している。この位置での役
割の第 1 は、他のアクターとのコミュニケーションをと
ることである。行政の部分を担当する運営体系通りに、
各地域の意見を聞き、反映することである。そして、「協
議会」を通じて、市町村に声を掛け、各市町村との関わ
りを拡大化している。
第 2 は、行政的な面においてアイディアの提案やバッ
クアップをすることである。イベントなどの意見をだし
て、会議所常務である運営委員長を中心に意見をもらっ
てから、事務局の案として固めて、それを総会や運営委
員会に、協議会の課題として公表をして意見をもらう。
このように行政的な面においてアイディアを出すことが
多くある。さらに、様々の意見を引き出し、まとめる役
割もする。第 3 は、各市町村と各市町村にある茶業者に
「京都駅のイベント」のような、各市町村の地域 PR で
きる場を用意し、声を掛け、市町村が自分の地域を PR
する機会を提供する。第 4 は、財政的な面においての役
割である。既述通りに協議会の財政 3 分の 1 を行政セク
ターが分担している。
行政セクター
地域性ある地域
（宇治茶の郷づく
り）
非行政セクター
地域性を活かす
ために地域の力
の必要（宇治茶
のPR）
ブランド品が必要
宇
治
茶
図４：目的の共有
出典：筆者が作成
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4．3．2．2．非行政セクター
京都府茶業会議所は 1884 年に京都府下茶業組合取締
所として設立された。団体の名称はその役割と共に変わ
り、1960 年に現在の会議所になった。今の組織状況は
茶生産農家と茶商工業者のそれぞれの団体を会員とし
て、会議所形式による組織運営を行っている。京都府下
の茶生産農家が 1,216 戸、京都府下の宇治茶販売商工業
者 150 組合が加入している（2014 年基準）。会議所の取
組としては宇治茶文化保存事業と宇治茶振興事業と宇治
茶振興に対する助成事業があり、茶の生産改良と振興対
策事業、茶の流通改善近代化対策事業、宇治茶宣伝事業
も行っている。日本では宇治茶の名称はよく知られてい
るが、宇治茶の味は充分に伝えられていないので、それ
を伝えていくためのもっと細やかな宣伝活動と、より生
活に近密着した宣伝が必要になったと判断し、宇治茶の
イメージを伝えていくために宇治・山城地域の歴史的素
材を活用した宣伝も行われている。これからの取組の一
つとしてマイボトルを普及させてお茶だけを買って飲め
る運動の宣伝も行っている。以上が、業会議所の本業の
仕事である。
次は、「協議会」の会長としての役割と仕事について
分析を行う。
第 1 は、茶業会議所が有する異なる能力や資源はネッ
トワークである。当然、宇治茶に対した専門の知識もリ
ソースであるが、何より行政の限定範囲を超えるネット
ワークであると考えられる。このような異なる能力と資
源を有することで、協働を維持されていると分析できる。
担当者の話によると、京都の場合は特殊なので、茶業会
議所という茶業団体の力が非常に大きく、行政、府が引っ
張っているように見えるが、実際の動きの中では、「中
身はやっぱり、相当こっちの団体の力というのが、入っ
ている」と述べた。そして、「協議会」事業の一つであ
る宇治茶カフェが京都府全域に広がっているが、行政だ
けで行えば、境界を越えるようになり本庁の仕事になり
部署が変わるようになる。しかし、非行政セクターの方
は、行政とは反対に、自分のネットワークを利用できる
自由な部分を持っている。
第 2 は、財政的な役割である。「協議会」の財政の 3
分の 1 を分担している。この財政的な役割ももちろん、
対等な関係を維持し協働させる要因になれる。
第 3 は、宇治茶の宣伝と情報発信である。会議所の本
来の事業においては、お茶ナビで観光客に対して情報の
提供をするお茶専用のナビゲーションがあるが、それを
wifi で送信する取り組みも始め、宇治茶の宣伝、宇治茶
の情報発信の役割を果たしている。
第 4 は、各アクターからの意見収集の役割である。会
議所の本来の事業でもある。茶協同組合の意見をまとめ
て、会議所の役員会や理事会で意見が集約される。
こうした各セクターの役割とリソースの差異から、各
セクターの限界と足りない部分を補っている。そして、
両セクターのリソースの有無においてもその違いが、協
働の誘因になると考えられる。そのリソースの差の一つ
の例が、一貫して事業を継続させる能力である。特に、「協
議会」の事業である宇治茶の宣伝と PR は持続すること
が大事となる。会議所が行ってきたイベントなどの経験
から毎年継続すれば浸透していくことが分かっている。
しかし、行政セクターにおいては、一貫した長期間の計
画・活動実施することが厳しい状況である。まず、事業
期間においては、行政の事業の担当者は一定の年限で移
動するため継続して担当することが難しい。このような
担当者の勤務条件に加えて行政の仕事は決まった期間内
に結果と評価を出さねばならないので中・長期間に亘り
事業を継続するのが難しい環境にある。しかし、非行政
セクターはそれが可能である。行政セクターにおいては、
事業を長く続けることができないため、限定された期間
内で実績を出さなければならない特徴があるため、より
現実的で詳細な計画になり、実践し易いという長所もあ
る。そして、限られた期間内に成果を導出せねばならな
い強制性がある。それに比べて、非行政の方は、長期間
にわたる仕事はできるが、期間制限に対する圧力が少な
いので、事業の推進力は弱い。このような、事業環境に
おいてリソースの格差が、事業の推進力においても差を
生み出すようになる。このように行政セクターと非行政
セクターが保有している能力や資源の違いがある（表
4）。
ネットワークにおいても行政と非行政の分野が異なっ
ている。行政セクターは各市町村から広域自治体と府の
地域政府単位まで行政ネットワークを持っているが、限
られている。しかし、民間団体である非行政セクターは
壁がなく、自由に動くことが可能であると考えられる。
非行政セクターも町の茶業組合から府単位のネットワー
クをもっているが、行政セクターとの差は地域単位の
ネットワークより広い範囲の、地域単位を超える広域に
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及ぶ茶組合のネットワークを持っているのでより柔軟的
なネットワークを非行政セクターは持つ。それは、「行
政で進まない部分は民間の方が押し進めることができ
る」という協議会関係者からの話からも把握できる。ま
た、各セクターの専門の分野が異なっている。行政の方
は、当然行政の分野と業務の部分において専門的な知識
と経験をもっているが、非行政の方は、本業が宇治茶関
連の茶業界の関係者なので、茶業全般に関する知識と経
験をもっている。
このように、両セクターが持っているリソースに違い
があるからこそ、協働の誘因になる。
4．3．3．お互いに自主・自立性を確保し主体間の対等性
　を確保すること
協働で求められる基本的条件の内、とりわけ対等性が
重要だと考えられる。
セクター間、アクター間の関係性において対等な関係
を維持している要因としては、構造的な面、行政的な面、
財務的な面で区分できる。構造的な面は「協議会」の運
営体系で分かるように、会議所の会頭が協議会長役を担
当している。そして、行政的な面は、「協議会」の事務
局を非行政のセクターに置いて、行政と非行政で分担し
て実務を担当している。そして、財務的な面においては、
既述通りに行政と茶業界と JA が均等に分担しており、
行政の方が 1/3 を非行政の方が 2/3 を担当している。
協働においてもっとも肝心なことはアクター間、セク
ター間の対等な関係の維持である。この関係が維持でき
ないと協働は築きにくく、関係維持ができないので、協
働し作業することが難しくなる。対等な関係の維持を難
しくするのが、パワーの配分と資本への依存である。田
中は、行政と NPO が協働する時の問題点として、「お
上意識」が根底にあるので、それが自由な発想と自由度
を低下させるがゆえに、NPO を下請け化した組織に変
えていると述べた。さらに田中はその原因として、雇用
面と資金面の不安定さの問題を上げた。
しかし、「協議会」においては、資金の面が原因になっ
て行政との協働を維持させることを難しくしてないこと
を、以下の行政担当者の話から確認できた。
　　茶でいうと、やっぱり、茶業会議所の意見を聞く
　　ようになる。行政が勝手に何かやったとしても、そ
　　の人たちに理解してもらえなかったりしたら意味が
　　ないから…例えば、振興局の次年度予算を決めるに
　　も、茶業関係者の意見を聞くようになる。「協議会」
　　より会議所の意見を聞くようになります 14。
また、非行政セクターからも以下のような話もあった。
　　資金の出資ですね、原資になる運営の費用、うち
　　が持っている部分と行政から予算として出してる部
　　分で成り立ってますので、行政団体でやるよりもう
　　ちが回してる方がかなり大きな予算になって進める
　　ことができるという反面もあると思います 15。
以上のように協働の基本的条件に照らし合わせた分析
から協働たりえていると言える。
4．4．「宇治茶の郷づくり協議会」における協働とその限界
ここでは、「協議会」ができてから現在に至るまで、
協働している 2 つのセクター間の関係の変化に焦点を当
てて分析する。
宇治茶を媒介とした行政と非行政の協働を構想してか
表４：各セクターが保有している能力やリソース（資源）の差
行政セクター 非行政セクター
事業を継続させる能力 担当者が変わる→長期間できない 継続的な長期間の事業・計画が可能
事業可能な空間（ネットワーク） 行政区域を超えない、限界ある行政ネット
ワーク
行政区域を超えて、茶業界のネットワークを
活かすことが可能
推進力（強制性） 計画された期間内に成果が必要→推進力ある 本業を持ちながら、さらに協議会の仕事を行
う→推進力ない
専門知識と経験 行政全般に関する地域と経験 宇治茶の全般に関する地域と経験
人的リソース 行政的な面のアイディア、バックアップ 茶の生産製造販売などの茶産業関連知識への
専門家
出典：筆者が作成
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ら「協議会」ができてから現在に至るまでの時間的な流
れで過程を区分してみると、構想提案（A）、整備（B）、
実践（C）、安定拡大（D）の段階に区分できる。
最初「宇治茶の郷づくり」施策に関する A の段階を
主導したのは、行政のセクターの方である。以下の担当
者の話からも確認できる。
　　事業計画で、宇治茶の郷づくり構想ということで、
　　一番の出所は、知事さん、京都府知事さんのご意向
　　で京都府の特産品である宇治茶、これをしっかりと
　　振興して行こうというところからまず、原点で始
　　まってます 16。
このように、A では、行政の働きかけから、行政の
主導で事業をはじめたので、日本国内の地方自治体の協
働政策の過程とあまり変わりがない。しかし、「宇治茶
の郷づくり」政策は、行政セクターと非行政セクターが
協働に向かっていく B の段階で、「協議会」というプラッ
トフォームを用意する方向で整備を行ってその場で協働
を行うようにした。
A から B と C へ進む過程で、多様なアクターを入れ
て関係をつくるようにしたことで、行政セクターと非行
政のセクターの双方の豊かな能力とリソースを持つこと
ができたので、セクター間の均等な対等性が持ちやすく
なったと考えられる。宇治茶をめぐりより多様なアク
ターとの関わりを持って、各セクター中のアクター間の
協働が同時に実践されている「場」の役割を「協議会」
が果たしており、そこに、意義があると考えられる。
4 章の 3 で述べた「各主体の能力や資源が異なりお互い
に補完できること」と「お互いに自主・自立性を確保し主
体間の対等性を確保すること」が可能となる条件は、プ
ラットフォームの存在にある。異なるアクターがお互い
のリソースを把握し、効率的なリソース利用が可能にな
ることから、役割分担と対等性が確保できると考えられ
る。また、この対等な関係が協働を継続させる要因となる。
さらに、この「場」が土台になり新たな協働を生み出したり、
新たな協働に移ることが可能になると考えられる。
「協議会」が C からＤの段階に移るにつれ、実践段階
では行政と非行政の力の関係が対等であったのが、非行
政の方に主導権を移そうとする様子が見えた。Salamon
によると非行政の方からの不安によって協働が限界をも
つようになったり、その不安の要素から協働が変容して
協働のサイクルが終わってしまうことがより一般的であ
るとされる。しかしながら、「協議会」における協働の
特色は、非行政セクターの安定性にある。資金的な面、
ネットワーク、継続可能な期間がその原因である。非行
政セクターである会議所が安定性を保ってきたのは、明
治政府の方針により茶業の取締り役を与えられた機関と
しての歴史性と権限から起因するものである。
「協議会」の場合、協働の限界の一つが期間である。
行政との協働がいつまで持続できるかは事業期間によっ
てきまる。現在、各自治体は各年度の運営目標を持って
おり、自ら評価をしてそれを公開するようにしている。
このような自治体の評価により事業継続期間が変わるこ
ともあるが、事業期間には限度がある。
5．むすび
地域生産物を活かす協働の研究はほとんどが、地域ブ
ランドに関する研究で、複数のアクターが一緒に地域ブ
ランドを作っていくが、均等な関係を維持しながら継続
可能な地域振興をすすめる点への注目がなられていな
い。本稿で、注目した部分は行政セクターと非行政セク
ターの協働である。協働が重要な理由は継続可能な地域
振興のためである。そして、継続可能な協働のために
は、均等なパワーが必要である。よって均等な関係維持
のために、プラットフォームが必要である。宇治茶を活
かした「宇治茶の郷づくり」施策と「協議会」における
行政と非行政の関係を協働の概念を用いて分析した。各
主体が共有できる目標を設定し、お互いに自主・自立性
を確保して主体間の対等性を確保しながら、各主体の能
力や資源が異なりお互いに補完できることを協働の定義
として、この最低限の基本的条件と照らし合わせて分析
を行った。その結果、「協議会」における行政セクター
と非行政セクターの関係は協働たりえていることが明ら
かになった。協働を促す誘因と、対等な協働関係を維持
させたことも各主体の異なる能力や資源である。そして、
協働する「場」、プラットフォームができたことで、目
標に集中して事業に協力できるシナジー効果がある。そ
して、このような多様なアクターと連携が取りやすい柔
軟性ある組織なので、自律性と個性が維持されると考え
られる。さらに、多様なアクターの参加で、リスクと責
任の分散もできるので、より対等な関係になりやすく、
対等な関係の維持も可能になったと考えらえる。
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注
1 コプロダクションの訳語としての協働は荒木 (1985) を参照。
2 1999 年に提案された横浜市における市民活動との協働に関す
る基本方針である。対等、自主性尊重、自立化、相互理解、
目的共有、公開という原則をとる。
3 農林水産省農林水産統計によると、統計が始まってから現時
点まで同じ割合である。
4 おおい茶とは、玉露、かぶせ茶及びてん茶の合計で、一括し
ておおい茶という言葉を使用する。もっと詳しく把握するた
めには、かぶせ茶、玉露、てん茶、各の統計が必要であるが、
2009年からは農林水産省統計からは発表しない。それゆえに、
2008 年を確認する。
5 てん茶は抹茶の原料になる。
6 三島（2012）によれば、応安七「豊原信秋記」（1374 年）は、
近世以前に記された唯一の地下楽人日次記録で、日本古典全
集『続教訓抄』に収録されている。「宇治茶」と記された最
古の記録として、豊原信秋が覚王院憎正に「宇治茶」を進上
した記録が残っている。
7 地域ブランドを適切に保護し、競争力の強化と地域経済の活
性化を支援するために、「地域の名称」＋「商品（役務）の名称」
からなる商標について、｢地域団体商標｣ として登録ができ
るようにした制度。
8 宇治茶の定義 : 近畿管内における農林水産物・食品の地域団
体商標一覧（2009 年 3 月）
　http://www.maff.go.jp/kinki/seisan/nousan/chitekizaisan/
pdf/dantaisyouhyou_ichiran.pdf
9 以下 A,B,C,D,E
10 京都府茶業会議所は、宇治茶の生産者団体（京都府茶生産協
議会）と流通業者でつくる事業協同組合（京都府茶協同組合）
を会員とする公益法人なので、本稿では、会議所だけを扱う
ようにする。
11 京都府内で製茶業（除・荒茶製造）茶卸売業及び茶小売業を
営む事業者が組合員で、緑茶の共同取引き、共同冷蔵保管、
共同加工及び消費宣伝等の実施を通じて組合員の営業活動を
推進し、京都府茶業の復興に寄与することを目的にしている。
12 2012 年 12 月 12 日、振興局農林商工部と「協議会」事務局の
担当者へのインタビュー
13 宇治茶郷づくり協議会（2010）「平成 21 年度事業実績報告書」
14 注 12 に同じ
15 2012 年 12 月 13 日、茶業会議所の担当者へのインタビュー
16 注 15 に同じ
参考文献
［日本語文献］
足立忠夫（1982）『地域と大学：市民・公務員・学研の地域的
協働体制の確立』公務職員研修協会
荒木昭次郎（1985）「公的サービスの協同生産理論モデル－そ
の実際的適用への批判分析と評価－」『季刊行政管理研究』
行政管理研究センター 32：30-41
（1989）「自治体の行政と市民－その協働システムをめぐって－」
『年報行政研究』日本行政学会 23：77-113
（1990）『参加と協働：新しい市民 = 行政関係の創造』ぎょう
せい
（2012）『協働型自治行政の理念と実際』敬文堂
飯盛義徳（2011a）「プラットフォームとその設計」（國領二郎
編『創発経営のプラットフォーム－協働の情報基盤づくり
－』）日本経済新聞出版社：13-33
（2011b）「創発を誘発するプラットフォーム」（國領二郎編『創
発経営のプラットフォーム：協働の情報基盤づくり』日本
経済新聞出版社：259-280
（2014）「地域づくりにおける効果的なプラットフォーム設計」
『日本情報経営学会誌』日本情報経営学会 34（3）：3-10
大石貞男（1983）『日本茶業発達史』農山漁村文化協会
河合良太（2011）「地方自治の再構築 : 協働体制の実現に向けて」
『法学研究』龍谷大学大学院 13：51-69
木原勝彬（2003）「NPO と行政の協働とは何か」新川達郎監修
『NPO と行政の協働の手引き』大阪ボランティア協会
京都府茶業研究所編（1995）『茶業研究所 70 年史』京都府茶業
研究所
國領二郎・プラットフォームデザイン・ラボ（2011）『創発経
営のプラットフォーム－協働の情報基盤づくり－』日本経
済新聞出版社
小峰隆夫（2008）「地域政策の新しいパラダイム」『地域イノベー
ション』法政大学地域研究センター 0：1-8
佐藤　徹（2005）『市民会議と地域創造』ぎょうせい
鈴木　貢（2007）「北海道における協働型まちづくりの構造に
関する研究－二つの事例分析を通じて－」『北海道文教大
学論集』北海道文教大学 8：1-14
田尾雅夫（1999）『ボランタリー組織の経営管理』有斐閣
高橋秀行（2005）「参加と協働」（佐藤　徹・高橋秀行・増原直
樹・森　賢三 『新説市民参加－その理論と実際』）公人社
田中弥生（2008）『NPO 新時代 : 市民性創造のために』明石書
店
寺本益英（2004）「宇治茶ブランドの展開と今後の振興策」『經
濟學論究』関西学院大学 58（3）：639-666
中村　崇（2009）「地域協働に関する一考察－中心市街地活性
化協議会における活動分析を通じて－」『広島大学マネジ
メント研究』10：75-83
松下哲一（2002）『新しい公共と自治体』信山社
堀井信夫（2006）『宇治茶を語り継ぐ』アースワーク
－ 82 －
政策科学 24 － 1, Oct. 2016
三島暁子（2012）「楽人記録の研究－『豊原信秋記』を中心と
して－」『日本伝統音楽研究センター所報』京都市立芸術
大学 13：16-18
山岡義典（2003）「NPO と協働政策」（岡本編『政策づくりの
基本と実践』）法政大学出版部：176-180
［欧文文献］
Brudney,J.L. & England,R.E. (1983) Toward a Deginition of the 
Coproduction Conept, Public Administration Review, 43-1: 
59-65
Ostrom, Vincent, and Frances P. Bish (1977) Comparing urban 
service delivery systems: structure and performance. Beverly 
Hills, Calif. Sage: 1-44
Pestoff, Victor. (2006)“Citizens and Co-Production of Welfare 
Services: Childcare in Eight European Countries.” Public 
Management Review 8（4）：503-519
Pestoff, Victor, Stephen P. Osborne, and Taco Brandsen.(2006) 
“Patterns of Co-Production in Public Services: Some 
Concluding Thoughts.” Public Management Review 8（4）：
591-595
Salamon,L.M. (1995) Partners in Public Service:Government-
nonprofit relations in the morden welfare state, Baltimore, Md., 
The Johns Hopkins University Press.（江上哲・大野哲明・
森康博・上田健作・吉村純一訳（2007）『NPO と公共サー
ビス－政府と民間のパートナーシップ－』ミネルヴァ書房）
Whitaker, G.P. (1980) Coproduction: Citizen participation in 
service delivery. Public Administration Review 40-3：240-246
［政府発行文献］
宇治茶郷づくり協議会（2005）「平成 17 年度宇治茶 800 年の歴
史と文化の香りプォーラム等事業実績報告書」
（2010）「平成 21 年度事業実績報告書」
（2011）「平成 22 年度事業実績報告書」
（2012）「平成 23 年度事業実績報告書」
（2013）「平成 24 年度事業実績報告書」
京都府山城広域振興局（2005 ～ 2011）「山城地域振興計画」.
［ウェブサイト］
京都府農業会議京都府茶協議会ホームページ内の宇治茶の郷づ
くり協議会
http://www.ujicha.or.jp/sato/index.html
（2015 年 7 月 14 日最終検索）
京都府運営目標
http://www.pref.kyoto.jp/unei/index.html
（2015 年 5 月 14 日最終検索）
京都府山城広域振興局
http://www.pref.kyoto.jp/yamashiro/index.html
（2015 年 6 月 14 日最終検索）
京都府予算の概要
http://www.pref.kyoto.jp/yosan/（2015 年 5 月 14 日最終検索）
京都府農林水産業・農山漁村京都府の農業生産茶業統計
http://www.pref.kyoto.jp/nosan/11700012.html
（2015 年 7 月 14 日最終検索）
京都府山城広域振興局サイト
http://www.pref.kyoto.jp/yamashiro/ocha
（2015 年 7 月 14 日最終検索）
社団法人日本茶業中央会 
http://www.nihon-cha.or.jp/（2015 年 5 月 14 日最終検索）
内閣府新しい公共円卓会議
http://www5.cao.go.jp/entaku/pdf/declaration-nihongo.pdf
（2015 年 8 月 27 日最終検索）
農林水産省農林水産物輸出入概況
http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/kokusai/houkoku_
gaikyou.html#r23（2015 年 4 月 3 日最終検索）
農林水産省生産農業所得統計
http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/nougyou_sansyutu/
（2015 年 7 月 14 日最終検索）
農林水産省生品目別分類 / 工芸農作物（さとうきび、茶など）
http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/kensaku/hin4.html
（2015 年 7 月 14 日最終検索）
「宇治茶の郷づくり」協議会から見る地方自治体と茶業関係者の協働（金）
－ 83 －

